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現計画と第四次広域計画素案（令和３年７月１６日版）の変更点 

 

   ※補注 「頁」は第四次計画素案のページです。 

 頁 第三次計画 第四次計画素案 変更点・理由等 

序
章 

１ 

この第三次広域計画は、平成２４年度に策定した広域計画(以

下「第二次広域計画」という。)が平成２８年度をもって期間満了

となることを受け策定するものです。 

千葉県の被保険者数は、後期高齢者医療制度発足当初の平成２

０年４月は４９万２千人でしたが、平成２８年４月には７０万１

千人と年々増加を続けており、被保険者一人当たりの年間医療費

は平成２０年度の７５万４千円から、平成２７年度の８２万４千

円に増加しています。 

この第四次広域計画は、平成２８年度に策定した広域計画(以

下「第三次広域計画」という。)が令和３年度をもって期間満了と

なることを受け策定するものです。 

千葉県の被保険者数は、後期高齢者医療制度発足当初の平成２

０年４月は約４９万２千人でしたが、令和３年４月には約８４万

９千人へと増加しています。また、被保険者一人当たりの年間医

療費も、平成２０年度の約７５万４千円から令和元年度の約８３

万１千円へと増加しています。 

・広域計画の次数を修正 

・計画策定年度、被保険者数等の

時点修正 

これからも、被保険者数や医療費は年々増加を続けていくこと

が予想されるため、安定的な制度運営を行うためには、医療費の

伸びができるだけ緩やかになるよう、保険者機能の強化を図り、

医療費適正化や健康保持増進のための保健事業等の推進が必要

となっております。 

すべての団塊の世代が後期高齢者となる令和７年以降は、さら

に後期高齢者の割合が増加し、それに伴って医療費も増大するこ

とが予測されます。 

これに加え、新型コロナウイルス感染症のまん延が医療保険制

度に対しても多大な影響を与えている中で、今後より安定的な制

度運営を行うためには、医療費の伸びができるだけ緩やかになる

よう、保険者機能の強化を図り、医療費適正化や健康保持増進の

ための保健事業等の推進が必要となっています。 

また、被保険者の増加などによる業務量の増加に対し、業務委

託やデジタル技術の活用により業務執行の効率化を図ります。 

・後期高齢者医療を取り巻く現

状と課題を踏まえ修正 

本
編 

２ 

第１ 第三次広域計画の趣旨 

 

第三次広域計画は、広域連合が行う事務を、総合的かつ計画的

に行うため、広域連合と関係市町村が相互に役割分担を行い、連

絡調整を図りながら、処理する事項について定めるものであり、

第二次広域計画を引継ぎ策定するものです。 

第１ 第四次広域計画の趣旨 

 

第四次広域計画は、広域連合が行う事務を、総合的かつ計画的

に行うため、広域連合と関係市町村が相互に役割分担を行い、連

絡調整を図りながら、処理する事項について定めるものであり、

第三次広域計画を引継ぎ策定するものです。 

・広域計画の次数を修正 
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５ 

(6) 広報公聴に関する事務 

〔関係市町村〕 

ホームページや広報紙を活用し制度の周知を図り、住民の要請

に応じ説明会を開催するとともに、窓口等での住民からの相談に

対応します。 

(6) 広報広聴に関する事務 

〔関係市町村〕 

ホームページや広報紙を活用し制度の周知を図るとともに、出

前講座の開催や窓口での住民からの相談等に対応します。 

・各市町村の実情に応じた広報

広聴活動に取り組んでもらうこ

ととしたもの 

５ 

(7) 電算処理システムに関する事務 

〔広域連合〕 

制度を円滑に実施するため、電算処理システムの機能強化を進

め、関係市町村とネットワークで結ばれている端末機により情報

を共有し、住民の利便性を確保するとともに事務の効率化を図り

ます。 

また、情報セキュリティ対策を徹底し、住民の個人情報保護に

努めます。 

(7) 電算処理システムに関する事務 

〔広域連合〕 

制度を円滑に実施するため、電算処理システムの機能強化を進

め、関係市町村とネットワークで結ばれている端末機により情報

を共有し、住民の利便性を確保するとともに事務の効率化を図り

ます。 

また、情報セキュリティ対策を徹底し、住民の個人情報保護に

努めます。 

なお、電算処理システムの機器更新の際には、被保険者数等を

基準とし、関係市町村に配置する端末機台数を見直し、端末機の

適正な配置を行います。 

・市町村から「電算処理システム

の端末機台数の設置に係る指針

となるものを計画に盛り込んで

ほしい」との意見を受けたもの 

６ 

第４ 第三次広域計画の期間及び改定 

 

第三次広域計画の期間は、平成２９年度から令和３年度までの

５年間とし、計画期間満了前に見直しを行うこととします。 

第４ 第四次広域計画の期間及び改定 

 

第四次広域計画の期間は、令和４年度から令和８年度までの５

年間とし、計画期間満了前に見直しを行うこととします。 

・広域計画の次数を修正 

・計画期間の時点修正 

資
料
編 

６ 

～ 

７ 

資料２ 千葉県後期高齢者医療広域連合の歩み 

１ 千葉県後期高齢者医療広域連合の主な出来事 

 

資料２ 千葉県後期高齢者医療広域連合の歩み 

１ 千葉県後期高齢者医療広域連合の主な出来事 

 

24 年 2 月 15 日 定例議会 

千葉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の

一部を改正する条例の制定について可決 

（平成 24 年度、25 年度保険料） 

30 年 2 月 14 日 定例議会 

千葉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の

一部を改正する条例の制定について可決 

・未記載事項の追加 



Cー② 

3 

 

（平成 30 年度、31 年度保険料） 

令和 2 年 2 月 17 日 定例議会 

千葉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の

一部を改正する条例の制定について可決 

（令和 2 年度、3 年度保険料） 

3 年 2 月 15 日 千葉県後期高齢者医療広域連合長選挙 

（井崎 義治 流山市長） 

８ 

２ 主な制度の見直し ２ 主な制度の見直し 

 

⑤保険料の減免措置 

〇新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保

険者等に対して 

・主たる生計維持者が、新型コロナウイルス感染症により、死亡

又は重篤な傷病を負った場合や、新型コロナ感染症の影響により

収入が減少した被保険者に対し、令和元年度より減免を実施。 

〇令和元年台風第 15 号又は第 19 号等により被災した被保険者

に対して 

・主たる生計維持者が、令和元年台風第１５号又は第１９号等の

被災により、死亡又は重篤な傷病を負った場合や住宅の損害、収

入の減少等の被保険者に対し、令和元年度より減免を実施。（災

害救助法が適用された市町村に住所を有する被保険者を対象と

して実施） 

 

⑥傷病手当金の支給 

〇新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に対して 

・労務に服することができなくなった日から起算して３日を経

過した日から労務に服することができない期間のうち就労を予

定していた日数 

・一日当たりの支給額【直近の継続した３月間の給与収入の合計

額÷就労日数×３分の２】×支給対象日数 

・未記載事項の追加 
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９ 

資料３ 後期高齢者医療制度のしくみ 

 

千葉県内の関係市町村が設立した広域連合が「財政運営全般」

を行い、関係市町村は保険料徴収と窓口業務を行います。 

後期高齢者は「保険料」を納付し、広域連合が交付する被保険

者証を医療機関に提示し診療を受けることとなります。 

 

資料３ 後期高齢者医療制度のしくみ 

 

千葉県内の関係市町村が設立した広域連合が財政運営全般を

行い、関係市町村は保険料徴収と窓口業務を行います。 

後期高齢者は保険料を納付し、広域連合が交付する被保険者証

または健康保険証利用の申込みを済ませたマイナンバーカード

を医療機関に提示し診療を受けることとなります。 

・マイナンバーカードが健康保

険証として利用できるようにな

ること（令和３年 10 月頃から本

格運用）からその内容を反映 

10 
資料４ 

千葉県後期高齢者医療被保険者の状況と推計 

資料４ 

千葉県後期高齢者医療被保険者の状況と推計 

・被保険者数等の時点修正（予

定） 

11

～

13 

資料５ 

関係市町村別に見た高齢化の状況 

資料５ 

関係市町村別に見た高齢化の状況 

・令和 2 年実績値、令和 7 年推

計値、令和 22 年推計値の資料に

変更 

 


